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 広島県の特徴について。

 広島県の面積など地域特性を示すデータや 経済指標・金融指標は、総じて全国
10位前後で、全国シェアでいくと概ね2％程度。

 広島県の製造品出荷額等は、全国平均を大きく上回っており、広島県はモノづくりに特
徴がある。
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 広島県の名目県内総生産の産業別の構成を全国と比較しますと、第2次産業つまり製
造業の割合が高いことが広島県の特徴であることが確認できる。

 広島県で製造業の割合が高い理由は、戦前からの軍需産業を起点とした高度な製造
技術が集積したことや人材が集まったことなどにあります。戦後は、これらの技術や人材が
受け継がれ、広島県は「ものづくりの県」として発展してきた。



8

 製造品出荷額等を製品別にみると、輸送用機械が全体の37.4％と最も多く、そのうち
自動車・自動車部品が8割以上を占める。

 次いで、一般機械・電気機械、鉄鋼製品の順となっている。
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 2024年の広島県の輸出総額2.9兆円を輸出品目別にすると、自動車・自動車部品が
41.7％と突出して高く、次いで鉄鋼・金属製品等が22.8％、そのあと一般機械、船舶
と続く。

 輸入は、石炭・原油・天然ガスや鉄鉱石など、製造業の原材料として調達が盛んであ
る。
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 広島県はモノづくりの県として発展してきたことから、県内には独自の技術や製品を持つ
「オンリーワン企業」が125社、業界でトップシェアを誇る「ナンバーワン企業」が77社ある。

 特に、広島県の東に位置する福山市には機械や金属、繊維などの分野で優れた技術を
持つ企業が集まっている。

 広島県では､伝統産業と最先端技術が融合し、多様な企業が活躍している。
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 広島県のモノづくりにおけるオンリーワン企業、ナンバーワン企業の一部抜粋。

 広島県のホームページでも紹介されている。
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 広島県のモノづくりを支える主要産業の動向について。

 広島県の自動車・自動車部品製造業は、231の事業所数ですが、従業者数は、約39
千人と県内製造業の約2割を占め、製造品出荷額は約3.6兆円と県内製造業の約3
割を占める広島県の主力産業である。

 広島県の自動車メーカー マツダは広島市近郊に本社と工場を持ち、周辺には多くの自
動車部品サプライヤーが集積している。



13

 マツダは、広島工場と山口工場で2024年に76.2万台を生産し、このうち約9割が輸出
されている。

 輸出先は北米向けが最も多く、欧州向けが次に多くなっている。

 国内工場では、主力量販モデル「CX-5」やラージ商品群とも言われる「CX-60」から
「CX-90」などのモデルが生産されている。
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 最近の自動車産業の動きについて。

 2025年末よりマツダの主力車種「CX-5」のフルモデルチェンジによる新車投入効果や
2027年には次世代エンジンやEVの投入が予定されており、今後、生産の回復が期待さ
れている。
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 造船・海運業について。

 広島県の造船・造船関連業は、事業所数367所、従業者数約１万人、製造品出荷
額約5,500億円で、いずれも全国第1位。

 瀬戸内海沿岸には、造船事業者や船主が多数集積しており、国内最大規模の海事ク
ラスターが形成されている。
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 世界の新造船建造量は老朽化した船舶の更新時期の到来や環境対応船の需要増加
などから2030年頃まで拡大期が続く見込み。

 また、広島県の造船業の手持工事量は約4年分に達し、高水準の生産が続いている。
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 日本の保有隻数は世界第2位、船腹量は中国・ギリシャに次いで世界第3位。

 瀬戸内海は国内有数の海運業の集積地で、広島・愛媛・山口・岡山の地元4県が全
国に占める事業所数・従業者数のウェイトは5割近くに達している。
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 世界の海上荷動き量は、世界経済の成長を背景に増加基調が続いている。

 用船料も高水準で推移しており、瀬戸内海地域の船主は総じて好業績が続いている。
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 鉄鋼業について。

 広島県の鉄鋼業は145の事業所、従業者数約9,000人、製造品出荷額約1.5兆円
で全国シェア6.2％となっており、主要産業のひとつ。

 福山市のJFEスチールは世界トップクラスの生産量を誇る。
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 最近の鉄鋼業界は、国内需要の低迷や中国メーカーの安価な輸出品の影響で厳しい
状況が続いている。

 JFEは、福山地区の高炉1基を休止し、生産体制を見直す一方、高付加価値製品への
投資を強化している。
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 一般機械・電気機械について。

 広島県の一般機械製造業は1,071の事業所、従業者数約3.6万人、製造品出荷額
約1.6兆円にのぼり、県内製造業の1割から2割を占めている。

 電気機械製造業は286の事業所、従業者数は約1.5万人、製造品出荷額等は約
8,500億円となっている。

 一般機械・電気機械製造業は広島県内全域で産地が形成されている。
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 広島県の主要な一般機械・電気機械メーカーは、県内全域に展開している。

 広島市に、三菱重工業やコベルコ建機、ディスコ・ローツェなど半導体製造装置メーカーが
呉市、福山市にそれぞれ立地している。

 また、東広島市のマイクロンメモリジャパンや福山市の三菱電機の大規模な半導体工場
が建設されている
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 一般機械の生産は、2026年には呉市にディスコの新工場が完成予定であるなど、世界
的なAI関連需要の拡大を背景に半導体製造装置関連の製造業は中長期的な成長
が期待される。

 また、マイクロンメモリジャパン広島工場では、生成AIや自動運転向けの次世代半導体
の開発・量産のため、政府支援も受けつつ大規模な設備投資を実施する計画となってい
る。
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 観光産業について。

 広島県の延べ宿泊者数は2024年に1,200万人を超え、コロナ禍前を上回った。

 ホテル・旅館の客室数も増加し、広島市の中心部と宮島のある廿日市市で新設が続く
予定である。
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 広島県の外国人宿泊者数は好調に伸びており、2025年も外国人宿泊者数と外国人
旅行消費額はともに高い伸びを示している。

 広島県を訪れる外国人観光客は、全国と比べて欧・米・豪の割合が高いのが特徴である。
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 広島県は「2030年の総観光客数1億人、観光消費額8,000億円」を目標に掲げてお
り、2024年の進捗率はそれぞれ64.7％、74.0％となっている。

 今後も、インバウンドを中心に順調な増加が期待される。
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 足下の広島県の経済動向について。

 日銀短観では、2025年6月時点で広島県内企業の業況判断DIは＋19％ポイントと
前回調査より小幅に低下している。

 先行きは、米国の関税政策への懸念から自動車や鉄鋼の低迷が目立つ。
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 輸出と生産活動について。

 2025年7月の広島県の輸出金額、鉱工業生産指数とも、関税影響などを受け主力の
自動車や鉄鋼の低迷が続いている。
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 県内企業の2025年度の経常利益は全産業ベースで前年度を下回る計画であるが、高
水準を維持する見通し。
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 2025年度の設備投資計画額は、高水準であった前年度を上回り、省力化投資などを
中心に底堅く推移する見通し。
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 賃金と物価動向について。

 2025年の春闘賃上げ率は5.48％と高水準だが、消費者物価指数は高い伸びが続い
ており、消費の回復力は弱い展開が続く見通し。
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 個人消費の動向において、コンビニやスーパーなどの小売6業態の販売額は横ばい、乗用
車新車販売台数は前年割れとなっている。
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 再開発により賑わいを増す広島中心部を紹介する。

 2024年はサッカースタジアム、2025年にJR広島駅ビルの新商業施設「minamoa」が
開業するなど、再開発が進んでいる。

 県外からの人流の呼び込みや街の賑わい創出につながっている。

 広島県は全国平均並みのバランスの取れた地域性を持ちながら、製造業を中心に高い
存在感を示している。

 今後も、産業構造の転換や技術革新、観光・都市基盤の整備などを通じて、持続的な
成長が期待される。
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 当社グループの法人分野への取組みが強みとなった経緯について。

 当社グループでは、他行に先駆けて取引先の定性情報の評価、つまり事業性評価に取
り組んできた。

 ポイントとしては、地域の主要産業である自動車、船舶については専門部署を設置のうえ
で、取引先とのリレーションを深めてきた点である。

 また、ホールディングス化以降、金融分野のみならず、非金融分野を含めたあらゆるニーズ
にお応えできる〈地域総合サービスグループ〉としての体制を整備してきた。
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 RM（リレーションシップマネジメント）について。

 広島県はマツダをはじめとした自動車製造業が集積した地域である。

 バブル崩壊後の1990年代、広島銀行の取引先である自動車業界のサプライヤー（部
品メーカー）も厳しい経営環境に直面していた。

 しかしながら、そのサプライヤーの財務内容が厳しくても代替できない技術を持っている場
合、経営再建まで踏み込んで支えないと自動車業界が成り立たない。

 財務内容だけを見るのではなく、産業クラスターにおける重要性（位置づけ）といった定
性情報を重要視する必要が出てきた。

 2001年1月、自動車関連業界の取引先の多様化・高度化に的確に応えるため、自動
車業界からの転籍者を迎えるなどして「自動車関連対策室」を新設した。

 専門家がサプライヤーの工場へ出向き、技術面を把握。

 これに広島銀行の財務分析を合わせ「技術」「財務」の両面から企業を理解することにな
り、リーマン・ショックなど急激な外部変化があっても軸がぶれることなく対峙することができた。

 これが広島銀行の事業性評価に繋がっていった。
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 他行に先駆けて行ってきた事業性評価への取組みが、全社レベルで定着する中、取引
先の把握や潜在ニーズの深掘りができる組織になったと考えている。

 加えて、ソリューションメニューの拡充も相まって、法人ソリューション収益は増加傾向。

 一方で、ニーズ・収益性ともに高い分野であったため、他行も積極的な攻勢により、その
収益を増加させていることも事実である。

 また、当社独自の課題として、自己資本比率や人員の制約から積極的なリスクテイクが
できてきたとは言い難いと状況である。

 そこで、強みである法人分野での取組みを、当社グループの成長ドライバーとするべく、これ
までより一歩踏み込んだ取組みを進めていきたいと考えている。
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 前提となるマーケットの状況について。

 地元4県の事業者数は、32万社。

 一方で、当社グループの取引先は3.5万先、広島県内の貸出金シェアは33％程度と、
当社グループの取引拡大は十分に可能と認識している。
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 広島県の後継者不在率は58％、全国では16番目の水準。

 過去では一桁台の順位であったものの、当社グループの事業承継・M&Aの取組みも奏
功し、改善している状況。

 しかしながら、依然として全国平均より高く、ニーズは継続するのではないかと考えている。

 これまで培ってきた事業承継・M&Aコンサルティングのノウハウを活かしたソリューション提供
機会は十分にあると考えている。

 また、観光客数は増加の一途を辿っており、外国人観光客数は過去最多を更新するな
ど、今後更なる飛躍が期待できる。
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 観光振興や地域開発の動きが活発化した契機は、広島県「海の道構想」の公表と、
まち・ひと・しごと創生法の施行である。

 それ以前からも、広島銀行が強みとする地域とのネットワークやファイナンス機能を発揮し、
その取組みを進めていた。

 そうした中、法律の施行に加え、広島銀行が中心となって瀬戸内ブランドコーポレーション
を設立したことが、当社グループがその取組みを加速させていくことのきっかけとなった。
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 広島県は、ご存じの通り、厳島神社、原爆ドームといった2つの世界遺産があるにも拘ら
ず、これまで観光客は広島に立ち寄るだけで、宿泊は大阪や福岡といった他都市を選ぶ
「広島素通り」の傾向が長年の課題となった。

 このような課題解決は、当社グループ単独では成しえないものだと考えており、官民一体と
なってその取組みを進めていく必要がある。

 そこで、当社グループではせとうちDMOへの参画を行う中、外国人観光客や富裕層など
様々な観光客が広島に宿泊しやすくなる「観光客の受入体制構築」に取組むことで、観
光による地域経済への波及効果を高め、地域全体の活性化に繋げることを目指している。

 さらに、広島は、欧米の観光客が多いことも特徴である。

 こうしたインバウンドの需要を新たに生み出し、確実に取り込んでいくため、中四国エリアの
持続的な発展を牽引する「圧倒的No.1ゲートウェイ」を目指し、魅力ある空港運営の実
現にも取り組んでおり、その一環として、空港の民営化事業にも参画している。
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 再開発の状況について。

 広島市および県内の主要都市では、ビルや各種インフラが更新時期を迎えており、再開
発案件が多数進行している。

 特に、広島市内は、昭和40年代に建てられた建物も多く、地域再開発ビジネスのマー
ケットは、今後も伸張していくことが想定される。

 当社グループでは、「まちづくり」による都市機能の集積と強化を図り、インフラの充実や生
活利便性の向上を通じて、「ひと」が集まり、「しごと」が創出される地域経済活性化の好
循環が生み出せると考えている。

 そこで、引き続き、「まちづくり」に関連する金融サービスは当然ながら、活性化を促すエリア
マネジメントやプロダクト開発への支援を通じて、魅力と付加価値のあるサステナブルな「ま
ちづくり」に貢献していく。



 これまでご説明したマーケットを踏まえ、当社グループでは、「中期計画2024」に地域活
性化指標の達成に向けた当社グループの取組みを掲げている。

 こうしたソリューション提供を通じて、地域活性化へ貢献していく。
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 法人ソリューション・地域開発ビジネスにおいては、これまでの既存ビジネスの強化としての
「地元企業へのソリューション機能の強化」と、「新たなビジネス領域への拡大」を進めてい
く。
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 まずは、「地元企業へのソリューション機能の強化」における詳細な取組みについて。

 1点目は、地元企業の事業承継への徹底的なサポート。

 広島県は後継者不在率が高いことを踏まえ、親族内外の事業承継に加え、業況が悪い
取引先の再生支援を展開していく。

 2点目は、地元企業の成長型M&A・バリューアップ支援。

 インフレ等が進む中、今後、業界再編は必至だと考えている。

 そこで、当社グループがこれまで培ってきたノウハウを活用する中、M&Aやハンズオン支援
による取引先企業の企業価値向上を進めていく。

 3点目は、ソリューション領域の拡大。

 取引先と為替ヘッジニーズを捉えたデリバティブの推進に加え、海外現地法人等へのファイ
ナンス強化やサステナブルコンサルティングへの取組みを強化していく。

 こうした既存ビジネスの強化に向け、戦略的に47名の人員増強を図るとともに、新たなリ
スクテイクを行っていく。
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 「新たなビジネス領域への拡大」における詳細な取組みについて。

 1点目は、海外や都市部と地元地域を繋ぐ成長型M&A案件への取組み。

 独自の強みを持つ在京ファンドとの連携強化に加え、上場企業の非上場化等への支援
を展開していく。

 2点目は、地域内外の不動産関連やプロジェクトファイナンスへの取組み。（詳細後述）

 3点目は、アライアンストランスフォーメーション、AXへの取組み。（詳細後述）

 こうした新たなビジネス展開に向け、20名の人員増強と約5,500億円のリスク・アセット配
賦を行っていく。
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 不動産関連案件への取組みについて。

 当社グループの取組みは、通常のストラクチャードファイナンスへの取組みとは少し異なる。

 それは、当社グループの強みとしては、ひろぎんエリアデザイン・広島銀行が、再開発の企
画構想段階といった川上段階で関与し、地域の課題やニーズを踏まえた再開発に繋げて
いくことができる点である。

 つまり、単なる資金支援に限らず、川上から川下までアレンジメントができるということ。

 こうした不動産開発案件への取組みを通じて、「地域に喜ばれ、訪れる人に選ばれる街」
とする、つまり地域活性化につなげるとともに、収益力強化を図っていく。
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 広島県や他業態と連携した製造業支援について。

 前述の通り、当社の事業性評価の源流は、自動車RMである。

 この自動車RMは24年の歴史を誇り、過去からのノウハウ蓄積に加え、自動車関連企業
出身者を迎えることでその取組みを進化させている。

 こうした自動車RMで培ったノウハウを転用し、広島県の主要産業である製造業に対する
リレーション機能を強化していきたいと考えている。

 この取組みは、広島県内の大手製造業者や外部の専門機関と連携する中、製造業領
域に特化した金融分野に留まらないコンサルティングを提供することを目的としている。

 この製造業RMを起点に、当社グループのソリューション収益獲得を図っていく。
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 外部ファンドとの連携によるエクイティビジネスの拡大について。

 当社子会社であるひろぎんキャピタルパートナーズが組成するファンドを中心としたエクイティ
ビジネスは、投資先へのハンズオン支援によるバリューアップを図り、EXITによる収益確保
を目指している。

 こうした自社ファンドへの出資に加えて、HiCAPファンドとの共同出資やトレーニー受入が
可能、かつ、現状当行の知見や経験が乏しい特定分野に強みを持つファンドに投資して
いきたいと考えている。

 出資によるアライアンスを強化することで、ノウハウ獲得や人財育成に加えて、現在当社グ
ループ内にはないソリューションを提供することができると考えている。

 このエクイティビジネスへの取組みを進めるため、現中計最終年度までに、出資額を
1,000億円程度まで増加させ、収益額45億円を目指していく。
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 イノベーション創出支援について。

 地域の活性化に向けては、イノベーション創出は必要不可欠である。

 そこで、イノベーションを産み出すためのスタートアップ・ベンチャーの創出・育成支援と、イノ
ベーションを広げるための取引先企業の新規事業創出支援に取り組んでいきたい。

 金融機関としての資金支援に留まらず、当社グループの強みを生かす中、事業支援や体
制構築支援を進めていく。

 また、イノベーションを創出する機会や場の提供としてのオープンアクセラレーターや、マッチ
ングイベント「TSUNAGU広島」を開催している。
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 これまでご説明した取組みを進めることで、現在の法人ソリューション収益を倍増させ、中
計最終年度には155億円を目指していきたい。

 また、相応の人員投入を行い、ノウハウ蓄積・人財育成を進めていきたいと考えており、一
時的には1人当たり収益額は減少するものの、今後の成長ドライバーとして必要な投資で
あると考えている。

 こうした取組みが今後、ソリューションの質・量の向上につながり、収益の増強に繋がってい
くと考えている。
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 ここまでご説明した従来の取組みに加え、新たな取組みを行っていく上で、態勢整備は必
要不可欠である。

 そこで、審査、リスク管理、監査部門での体制を整えるとともに、従来から実施している
PDCAサイクルの中に、より詳細なプログラムを入れることで、ガバナンス強化を図っていく。

 また、外部出向やトレーニー派遣、キャリア採用の強化により、専門人材の育成も図って
いく。

 なお、低採算の貸出金から高収益・高効率のストラクチャードファイナンスやエクイティビジ
ネス等の法人ソリューションや地域開発ビジネスへのアセットアロケーション見直しを行い、リ
スクリターンの向上を図っていく。
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 法人ソリューション、地域開発ビジネスの各種施策により、中計最終年度の親会社株主
に帰属する当期純利益570億円に向けたロードマップの一部をお示しした。

 当社グループとしては、600億円超を展望すべく、追加施策を検討しており、方針が固ま
り次第、公表していく。
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